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基調講演2の概要

情報プログラムディレクター　飯山 みゆき

基調講演の二人目は、国際林業研究センター・国
際アグロフォレストリー研究センターアジア担当部
長の Sonya Dewi 氏に「熱帯林と持続可能な産業
に関する世界的な政策展開と取り組み」というタイ
トルでご講演いただきました。
熱帯林と持続的農産業に関する国際的な政策は多
岐にわたっており、システマチックな分類が有用で
す。本講演では、アクター（国家、非国家、など）
と強制力の度合い ( 法的拘束力の有無 ) により、国
際的な政策を類型化し、とりわけ議論の対象となっ
ている国際的な政策に焦点を当てます。 
国家レベルで法的拘束力のある政策グループに
は、気候変動に関する国際連合枠組条約のパリ協定
とREDDプラス（途上国における森林減少と森林
劣化からの排出削減並びに森林保全、持続可能な森
林管理、森林炭素蓄積の増強）、および、生物多様
性条約の 昆明・モントリオール世界生物多様性枠組
が挙げられます。前者の実現には、地域・国レベル
でエビデンスに支えられた意思決定・統合的なアプ
ローチ・多様な関係者の参画、およびこうした参加
を促す投資やインセンティブのための政策・制度的
枠組みが必要です。後者については、国レベルでの
規制遵守や伝統知・慣習・イノベーションによる利
益の分配に関する政策枠組みを整備していくことが
求められます。
最近、EUは責任ある消費者であることを目指し、
EU森林減少フリー製品に関する規則 (EUDR）を

制定しました。この規則は法的拘束力があり国家お
よび非国家アクターに適用され、ダイズ・牛肉・パー
ム油・ココア・コーヒー・ゴム生産を目的とした森
林から農地への転換を抑制することで、森林減少・
劣化の解決を目指しています。EUDRの課題は、「森
林および森林減少をどう定義するか、小規模農家が
規制遵守できる技術・制度見直しが可能か、そのた
めのキャパシティ・ビルディングをどうするか」に
あります。国際的な法的拘束力がない政策としては、
持続性に対する管轄アプローチが挙げられますが、
エビデンスに基づく意思決定を支える制度的課題も
あります。国際バリューチェーンにおける持続可能
性基準は自主的なものであり、優先的な原料調達
によって国際的なコミットメントに貢献する一方、
キャパシティのない小規模農家を排除するツールに
もなりかねません。成功のカギは、多様な価値基準
を取り込み、格差を削減し、共通だが差異ある責
任（common but differentiated responsibility: 
CBDR)原理を推進していけるかにかかっています。 
Dewi 氏は、国際的な政策を通じて変革を推進す
るための原則として、次を掲げました。①国家主権
との調整、②CBDRに基づいた政策・アクション
の適用、③自然に関する多様な評価基準の尊重、④
地政学やローカルなコンテクストの重要性認識、⑤
多様な関係者に配慮した包括的な情報に基づいた原
則の適用。このような原則の適用において、学際的
アプローチの推進を訴え、講演を締めくくりました。

Sonya Dewi 氏
（国際林業研究センター・国際アグロフォレストリー研究センター 
アジア担当部長）

基調講演の様子
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本セッションでは、森林管理・環境科学、森林遺
伝学および森林政策学の側面から熱帯林のランドス
ケープと樹木の回復力の強化の課題について、東南
アジア、特にマレーシアとインドネシアでの事例を
もとに、3人の方々にご講演いただきました。
まず、マレーシア森林研究所 林業・環境部長の
Wan Mohd Shukri Wan Ahmad 氏が、マレーシ
アを対象として「持続可能な森林管理と保全」と題
して５つのトピックについて講演を行いました。は
じめにマレーシアの森林資源の概要として、多様性
に富んだ熱帯雨林の多層構造、山地からマングロー
ブまでの森林タイプおよび森林地帯の範囲について
述べられました。次に持続可能な森林経営（SFM）
に関連する法律、規制および国家戦略について説明
がありました。特にSFMの国家戦略として、森林
経営は木材生産中心から生物多様性、レクリエー
ション、研究、気候変動への適応と緩和など、多目
的森林経営が奨励されていることが述べられまし
た。続いてマレーシアの自然に基づく解決策と生態
系に基づくアプローチに関して、マレーシアの緑化、
セントラル・フォレスト・スパイン（CFS）マスター
計画、ボルネオの最奥地、全国海岸植林スマート林
業計画プログラムおよび森林再生プログラムについ
て紹介されました。４番目にSFMに関連する研究

開発について、Sg Hj Dorani のマングローブ再生
やPasoh 森林保護区の50ヘクタール区画におけ
る研究事例を紹介し、さらにスマート林業のために、
モニタリング、生産性および水文学の重要性を指摘
していました。最後にSFM導入における重要な課
題と機会について整理し、森林管理者として、森林
の維持、良好な環境および開発の必要性とそれらの
バランスの重要性が述べられ、持続可能な森林経営
の実現に向けて関係者全員が協力するよう提言し、
講演を締めくくりました。
次に、国際農研 林業領域主任研究員の谷 尚樹氏
が、「育種技術による熱帯林の強靱化と生産の向上」
と題した講演を行いました。熱帯林は、気候変動の
緩和、生物多様性の保全、地域の生活の支援におい
て極めて重要な役割を果たしています。 しかし、こ
れらの貴重な生態系は、異常気象や環境条件の変化
などの気候変動の影響に対して、ますます脆弱に
なっています。講演では、現在取り組んでいるプロ
ジェクトについて、これらの課題に対処するために、
木材生産に利用される熱帯林の樹種の回復力を向上
させることに焦点を当てた研究を実施しており、熱
帯林の遺伝資源、生理的形質評価、ゲノム選抜技術
を利用して、気候変動に対する回復力と経済的価値
を高めた個体を特定し増殖させる革新的なアプロー

林業領域長　野口 正二

セッション1の概要：
熱帯林のランドスケープと樹木の回復力の強化

座長：野口 正二
（国際農研 林業領域長）

Wan Mohd Shukri Wan Ahmad 氏
（マレーシア森林研究所 林業・環境部長）
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チについて紹介しました。形質には、干ばつ耐性、
成長率、木材の品質、気候変動への適応性など、さ
まざまな要因が含まれ、ゲノム選抜は、樹木の育種
に対する画期的な貢献をしています。従来の林木育
種では、子孫の成長を待って主要な形質の表現型を
評価するための長い評価期間が必要です。対照的に、
ゲノム選択を使用すると、子孫の初期段階で実生の
表現型を評価できるため、育種期間が大幅に加速さ
れます。このより迅速なアプローチにより、育種プ
ログラムの効率が向上するだけでなく、必要な資源
が削減され、熱帯林における回復力のある樹木個体
群の開発が促進されると述べました。最終的に、現
在取り組んでいる研究は、熱帯林の保全、気候変動
の緩和、持続可能な資源管理に関する広範な議論に
貢献すると述べました。さらに従来の樹木育種技術
とゲノム技術を組み合わせながら、熱帯林種の回復
力を強化し、地球規模の生態系の安定と生計の向上
に貢献している活動を紹介しました。
最後に、森林総合研究所 林業経営・政策研究領域 
森林環境政策担当チーム長の宮本 基杖氏が、「森林
減少のメカニズムと持続可能な解決策」と題した講
演を行いました。熱帯林減少は地球規模の環境問題
であり、温室効果ガスの主要な排出源となっていま
す。森林減少を阻止する取り組みは世界中で推進さ
れていますが、当初の期待には達していません。効
果的な取り組みには、森林減少の原因を理解し、適
切な戦略を採用することが必要です。森林減少の発
生メカニズムは、貧困、農業地代（農業の土地収益
性）、森林の希少性の3要因によって説明されまし

た。 主な根本原因である貧困は、森林減少に最も強
い影響を与えます。主な直接的原因（道路建設や輸
出用農作物の生産拡大など）は、農業地代の増加に
関連しています。対照的に、森林の希少性は森林減
少を抑制する重要な要因です。高い貧困率、農業地
代の高い上昇率、高い森林率という3つの条件がす
べて揃うと、森林減少率は高くなると考えられまし
た。森林減少を減らすための現在の取り組みは主に
農業地代の引き下げに焦点を当てており、効果的な
取り組みと考えられますが、コストが高く社会的影
響が大きいため非持続的である可能性が指摘されま
した。これまでの研究によると、貧困削減戦略によ
り森林減少を持続的に削減できることが示されてお
り、そのためには世界的な取り組みが農業地代の削
減から貧困削減に移行する必要があります。熱帯林
減少に対する持続可能な対策には、発展途上国の貧
困率を削減するための多面的な戦略が必要です。特
に、貧困層の貧困克服を支援するための総合的な社
会基盤（農業、医療、教育など）の整備が必要と提
言し、講演を締めくくりました。
以上のように、マレーシアとインドネシアを中心
とした熱帯雨林について、持続的森林経営の実現に
向けた活動と提言、気候変動適応に向けた熱帯林強
靭性の創出の取り組み、そして熱帯林減少を防止す
るために貧困削減の必要性について学ぶことができ
ました。
なお、講演者らの補足的なコメントは、パネルディ
スカッションにおいて述べられました。

谷 尚樹
（国際農研 林業領域 主任研究員）

宮本 基杖 氏
（森林総合研究所 林業経営・政策研究領域 森林環境政策担当チー
ム長）
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本セッションでは、熱帯木材／非木材製品の産業
的持続可能性の向上について、国内外の3名の研究
者にご講演いただきました。
地球システムの機能における熱帯林の絶対的な重
要性にもかかわらず、熱帯林は人類の飽くことを知
らない食料・燃料・繊維への需要による資源の過剰
搾取の圧力に晒されています。産業は長らく熱帯林
破壊の主要因と考えられてきましたが、本セミナー
の講演者は、現実的かつ革新的な科学技術イノベー
ションのアプローチを実施し、小規模農家を含む生
産国現地コミュニティの持続的発展に配慮すること
で、環境保全と持続的な産業の共存は可能であると
のエビデンスを示しました。
ま ず、 ガ ジ ャ マ ダ 大 学 林 業 学 部 教 授 の
Mohammad Na′iem氏は、インドネシアの森林政
策に精通したWIDIYATNO同大学教授と共著の講演
「森林生産力の向上とインドネシアが決定する貢献
（NDCs）達成に向けた林木育種プログラムの貢献」
において、科学に基づく持続的な森林管理を通じ、
熱帯林の回復を成功させた事例を紹介されました。
インドネシアは、世界の生物多様性の 18.7%を
支える世界第二の熱帯林面積を誇ります。熱帯林は
森林火災・違法伐採・過剰搾取・森林の土地利用変
化によって減少してきましたが、森林破壊のスピー

ドは近年急速に減速していることも伝えられていま
す。インドネシア政府は、温室効果ガス排出削減に
関して自主的に設定したNDCs を達成するための
アクションの一環として、森林プランテーションの
整備、天然林の持続的管理、劣化した土地における
森林再生、を掲げています。森林再生は、集約的林
業 (SILIN) を通じて林業生産性を向上するために改
良品種を用います。例として、チークのクローンプ
ランテーションにおける品種改良は、チーク改良品
種を使わない場合に比べ、森林生産性を300%以
上向上させることが可能です。一方で、フタバガキ
科が優勢な天然林の再生は、二次天然林における森
林生産性と炭素貯留の向上に貢献する在来の早生樹
種の重点植栽を通じて実現可能です。最後に、イン
ドネシアにおける森林面積および森林生産性向上と
NDCs達成において、SILIN 技術を用いた品種改良
プログラムを実施することが重要であると強調され
ました。
次に、国際農研 生物資源・利用領域 プロジェク
トリーダーの小杉 昭彦氏は、科学的・技術的イノベー
ションによって、無秩序な熱帯林破壊の圧力を減ら
す方法を提案しました。パーム果房から抽出される
パームオイルは世界で最も消費される植物油であ
り、世界の植物油生産の30％を占めます。世界の

情報プログラムディレクター　飯山 みゆき

セッション2の概要：
熱帯木材／非木材製品の産業的持続可能性の向上

座長：飯山 みゆき
（国際農研 情報プログラムディレクター）

Mohammad Na′iem 氏
（ガジャマダ大学 林業学部 教授）
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パームオイル生産の80%が行われるインドネシア
とマレーシアにおいては、過去20年間に約 360
万ヘクタールの熱帯林がパームオイルプランテー
ション（プランテーション）に転換されてきました。
毎年6,300万本のオイルパームトランク (OPT) が
伐採され、44万ヘクタールで植替えが行われてい
ます。こうしたプランテーションはバイオマスの廃
棄場で、害虫の蔓延により植替えに使えず、新たな
プランテーション拡大のために森林破壊が進み、同
時にOPTの分解過程で温室効果ガスが排出されま
す。小杉氏は、「熱帯林保全に向けたオイルパーム
古木の高付加価値化技術」と題した講演において、
マレーシアのプランテーションにおける事例研究に
基づき、OPTから再生可能エネルギーや高付加価
値製品を効率的に生産するシステムを紹介しまし
た。プロジェクトに参画する民間パートナーが開発
した製品の一つに、木材に代替する新規材料として
OPTを用い、家具や建築材料用のボードを製造す
る技術があります。熱帯林代替として伐採OPTを
用いることで森林破壊を抑制するとともに、家具材
として用いることでOPTの持つ炭素を長期間貯留
することができます。さらにOPTを通じたパーム
バイオマス産業化による新規雇用の創造も期待され
ます。また、OPTの高付加価値化を通じた持続的
なパームプランテーションを実現することにより、
プロジェクト参画者と国際農研が熱帯林保全に貢献
していることに言及しました。
最後に、地球環境戦略研究機関 生物多様性と森林

領域リサーチマネージャーの鮫島 弘光氏は、「東南
アジアにおける木材・オイルパーム産業の展開と国
際的な熱帯林保全政策」と題する講演において、ま
ず東南アジアの熱帯林が直面してきた劣化圧力の過
程を振り返りました。商業的木材においては、択伐
施業が森林生態系と地域社会に負の影響を与えてい
たところ、2000年前後に急速に拡大した違法伐採
によって状況は悪化しました。その対応として、木
材輸入国は違法伐採木材の輸入を規制する政策を導
入し、木材生産国においても木材・森林保全に関す
る合法性保証システムが整備されました。また、早
生樹栽培に着手する小規模農家が現れ、木材サプラ
イチェーンの一翼を担うようになってきました。マ
レーシアとインドネシアでは、オイルパーム栽培の
拡大が主要な森林破壊要因となってきましたが、全
てのプランテーションが天然林を破壊して設立され
た訳ではありません。さらに、焼畑稲作農耕からオ
イルパーム栽培に転じる小規模農家が増加傾向にあ
ります。オイルパームは2023年に導入されたEU
森林減少フリー製品に関する規則 (EUDR) のメイン
の対象の一つです。結論において鮫島氏は、バリュー
チェーンにおける小規模農家のプレゼンスが高まっ
ている現状を踏まえれば、消費国において持続的な
調達を訴える関係者は、規制遵守のみを重視するの
ではなく、小規模農家によるイノベーションへのア
クセスを保証する政策支援を含め、生産国現地コ
ミュニティの持続的発展にも配慮すべきであると述
べました。

小杉 昭彦
（国際農研 生物資源・利用領域 プロジェクトリーダー）

鮫島 弘光 氏
（地球環境戦略研究機関 生物多様性と森林領域リサーチマネー
ジャー）
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パネルディスカッションの概要

環境プログラムディレクター　林 慶一

「強靭な熱帯林と持続的な産業の共存を実現する
イノベーションに向けて」について、基調講演およ
び各セッションの登壇者の方々をパネリストとし
て、パネルディスカッションを行いました。
まず、森林面積減少と森林機能保全について全体
的な視点から北島 薫氏にコメントを頂き、レジリエ
ンスは森林を回復させるための管理方法であること
を踏まえ、森林そのものが価値を維持できるような
ガバナンスを考えていく必要性を確認しました。次
に、Wan Mohd Shukuri Wan Ahmad 氏に、マ
レーシアでの森林管理における研究機関の役割につ
いて、択伐サイクルや択伐管理システムの研究成果
を提案するなど国が行う森林管理への貢献について
情報を共有いただきました。また、宮本 基杖氏に
は、貧困と森林減少の関係について、開発途上の国々
で貧困削減策を実施していくための長期的な政策実
施における日本や国際的な研究機関の果たす役割に
ついてお伺いし、科学的な根拠をもって有効な対策
を明らかにすること、そのための長期的で信頼のあ
るデータを収集することの重要性をご確認いただき
ました。さらに、森林認証やデユーデリジェンス導
入など、世界的な潮流における国際機関の取り組み
を Sonya Dewi 氏にお伺いし、グリーンバリュー
チェーンとして、政策分析、ガバナンス、零細農家
の能力強化によるアプローチが重要であることをご
説明いただきました。次に、Mohammad Na′iem
氏から、インドネシアでは森林認証プログラムを通
じて環境影響を最小限に抑える木材生産が行われて
いる半面、引き続き持続可能な林業に関する課題を

抱えており、その根本的な原因や解決策として求め
られる取り組みをご紹介いただきました。また、鮫
島 弘光氏には、森林の機能性保全のためのデユーデ
リジェンスの役割と重要性に加え、小規模農家をサ
プライチェーンから排除させない取り組みの必要性
をご指摘いただきました。
パネルディスカッションのテーマについて、各パ
ネリストからのコメントを頂いた後、会場の参加者
にも加わっていただき、オイルパーム古木を利用す
る技術開発の社会実装、マレーシア近隣のパーム生
産国への展開の可能性、植林や森林再生への中小企
業家の参加促進をどう進めるかなどについて質疑応
答を行いました。また、貧困の緩和と森林破壊の抑
制のために収益性の高い農地と、技術を利用するこ
とによる悪影響についても議論を交わしました。
マレーシアの事例では、収益性が高いことで森林
の農地への転用傾向が早く収束すること、日本の江
戸時代の森林再生に関する事例紹介により森林再生
のためのガバナンスが果たす役割が重要であるこ
と、などご紹介いただきました。さらに、森林破壊
を食い止めるために必要な変革についても議論が行
われ、農業、林業、その他の土地利用関係者で情報
を共有していくこと、私たち一人ひとりが責任のあ
る行動をしていくことの重要性が確認されました。
以上により、森林の保全と持続的利用のためのイ
ノベーションには、企業や政府の取り組みと研究に
よる技術開発の融合が重要であることを確認し、約
一時間にわたるパネルディスカッションを終えまし
た。

8 名のパネリスト（1 名はオンライン参加） モデレーター：林 慶一
（国際農研 環境プログラムディレクター）
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【研究成果紹介】

○植物の新たな干ばつストレス応答機構を発見
―「見えない干ばつ」を克服し、作物の大幅増収への道を切り拓く―

国際農研、京都大学、名古屋大学、理化学研究所、東京大学および農研機構の研究チームは、葉のしお
れが見られない程度の極めて初期の干ばつにおいて、植物体内のリン酸量が低下し、リン酸欠乏応答が起
こることを世界で初めて発見しました。

温度異常、塩害、病虫害などのさまざまな環境要因の中で、干ばつは作物生産に最も深刻なダメージを
与える環境ストレスです。枯れてしまうような目に見える干ばつによる被害だけでなく、葉がしおれない
軽度の干ばつであっても、収量が半減するほどの甚大な被害をもたらします。しかし、このような「見え
ない干ばつ」に対して、実際の畑で植物がどのように応答しているのかについては、畑の環境が複雑に変
化するだけでなく、十分な雨が降ると干ばつ試験を行うことができないため、これまで解明されていませ
んでした。

そこで研究チームは、軽度の干ばつを人為的に安定して誘導するため、これまで干ばつ研究では利用例
がなかった、水はけを良くすることを目的として畑の土を盛り上げる「畝（うね）」を利用した実験系を
開発しました。さらに、6 年間の畑での実証試験を通して、毎年変わる環境条件下においても、畝により
干ばつを安定して誘導することに成功しました。この実験系を用いた畑のダイズの網羅的解析から、これ
までわかっていたアブシシン酸（ABA）の応答が起こる前の、葉がしおれないレベルの初期の干ばつにお
いて、植物のリン酸量が低下し、リン酸欠乏応答が起こることを突き止めました。また、実験室における
シロイヌナズナを用いた解析から、リン酸欠乏応答に関
わる鍵遺伝子が、干ばつ初期の植物の生育に重要な役割
を果たしていることを明らかにしました。

本研究の成果により、干ばつ初期の「見えない干ばつ」
に対する植物の応答レベルを定量的に検知することが可
能になりました。それにより、作物収量が干ばつによる
影響を受ける前に、水分供給を最適化できる画期的な技
術の開発への道が切り拓かれました。

このように、本研究における畝を用いた干ばつ実験系
の開発および「見えない干ばつ」を捉える指標としての
リン酸欠乏応答の発見は、将来の食料安全保障の改善に
貢献することが期待されます。

○国際農研育成のサトウキビ品種がタイ国の奨励品種に採用
―バガスを利用したバイオエネルギー等の増産が期待―

国際農研とタイ国農業局コンケン畑作物研究センター（以下、「KKFCRC」）が共同で育成した、バガス
の生産性が高いサトウキビ品種「TPJ04-768」が、タイ国の奨励品種「DOA Khon Kaen 4」（ディーオーエー 
コンケン 4、以下、「KK4」）として採用されました。タイ国のサトウキビ産業において、日本との共同研
究の成果が奨励品種に採用されることは初めてのことです。
「KK4」は、製糖用サトウキビとタイ国内に自生するサトウキビ野生種との種間交配を利用して育成し

た品種であり、株出し栽培 5) での生産性が優れています。また、現在の普及品種「KK3」と比べて、砂
糖の収量は同程度ですが、繊維含有率が高いため、バガスを 1.5 倍程度多く生産できます。

近年、タイ国のサトウキビ産業では、砂糖生産ととも
にバガスを利用したバイオエネルギー生産が増加してい
ます。また、タイ国で最もサトウキビ生産が盛んな東北
部は、厳しい乾季の影響で株出し栽培の収量が低いこと
が課題となっていました。

本品種の利用により、株出し栽培の収量が低い圃場の
生産性を改善するとともに、砂糖を生産しながら、より
多くのバガスも生産することで、食料生産と競合しな
いバイオエネルギーの増産が可能になります。この度、

「KK4」がタイ国の奨励品種に採用となったことで、タ
イ国農業局が種苗を毎年生産する体制が整備され、生産
を希望する農家や製糖工場への種苗配布が始まることか
ら、同品種の広域的な普及促進が期待されます。
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【2023 年（第17 回）若手外国人農林水産研究者表彰（Japan Award）受賞者紹介】
○若手外国人農林水産研究者表彰（Japan Award）について
　農林水産省および国際農研は、開発途上地域の農林水産業および関連産業に関する研究開発に貢献す
る若手研究者の一層の意欲向上を図ることを目的に、優れた功績または将来の技術革新等につながる優れ
た研究業績を挙げた若手外国人研究者に対する表彰を2007年から実施しています。
　本表彰では、開発途上地域の農林水産業および関連産業に関する研究開発について、その一層の発展
およびそれに従事する若手研究者の意欲向上に資するため、
（1）優れた功績を挙げた若手外国人研究者
（2）将来の技術革新等につながる優れた研究業績を挙げた若手外国人研究者
に対して、毎年3名を限度に農林水産省農林水産技術会議会長賞を授与しています。
　2023年の表彰式は、11月17日（金曜日）に国連大学 ウ・タント国際会議場で開催しました。

○ 2023 年（第 17 回）受賞者（敬称略）　＊年齢は2023年1月1日時点
◆ Khalisanni KHALID（カリサニ・ハリド）
　年齢・性別・国籍：37歳、男性、マレーシア
　所　属：マレーシア農業研究開発研究所（マレーシア）
　業績名：�フレキシブルナノ粒子触媒技術を用いたナノ肥料の開発

◆ Avijit GHOSH（アビジット・ゴーシュ）
　年齢・性別・国籍：30歳、男性、インド
　所　属：インド農業研究委員会 インド草原・飼料研究所（インド）
　業績名：�インドの半乾燥半湿潤地域における環境に優しい土壌健康管理戦略の開

発と評価

◆ Martin Paul Jr. TABE-OJONG（マーティン・ポール・ジュニア・タベ -オジョン）
　年齢・性別・国籍：30歳、男性、カメルーン
　所　属：国際食料政策研究所（アメリカ）
　業績名：�アフリカにおける改良作物品種の採用による小規模事業化の改善と貧困

削減

国際農研では、「JIRCAS メールマガジン」を配信して、国際農研のさまざまな情報をお知らせしています。
下記 URL で、バックナンバーを確認することができます。
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